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第８２回理事会の概要（平成2３年３月１０日）
第１号議案　平成２３年度事業計画について
　２３年度事業計画案につき資料を配布し、計画の検討を理事会に要請した。

業界の各団体に内部事情があり、事業計画立案に際し、業界一本化について踏み込んだ姿勢を示せないため、前年度計画を見直す範囲で意見交換が進められた。
第２号議案　会員増強と協会運営について

　景気低迷のなか、関調協の会員数減少に歯止めが掛からない現状について、会長は問題を提起した。

調査業団体は、財政面の厳しさも絡んで組織拡大よりも主導権争いの動きが見え隠れし、どの団体も会員数の減少に歯止めがかからず、関調協もこの問題については決め手を欠いている。

第8４回理事会の概要（平成23年5月27日）
　（報告事項）

　　会長は、前回理事会以降の業界動向について報告。

　　5月17日に全国調査業協同組合連合会の総会が開催され、それに出席した旨の報告と総会内容についての概要報告及び５月18日に開催されたＮＰＯ法人全国調査業協会連合会の理事会の概要報告があった。

　　組合、ＮＰＯの何れも会員減少等により財政的に厳しくなっており、活動そのものも低調である様子の報告があった。

第１号議案　総会について

　　議事進行に関する事務局案が討議され、大筋を決定した。

　　当協会が団体加盟するＮＰＯ法人全国調査業協会連合会の財政が逼迫しており、昨年まで地方活動費として会費の５０％がバックされていたが、今期は支援金が出せないとの通知があった為、急遽、今期の予算案を修正する必要があるとの説明がなされ、予算案を修正する事を決定した。

　　会長から示された修正予算案について討議し、大筋の合意を得たため6月の総会に図ることを決定した。

　
第８回通常総会議事録（開催日　平成２３年６月１７日）
開催場所　　大阪市北区西天満１－１０－１６企業サービスビル６F
議事経過
　(イ) 開　 会　　午後４時

　(ロ) 議長選出 　

　　　　定刻に司会者は本総会の出席者数を報告し、会則に定める定足数に達している旨を述べて、議長を選出するため議場に諮ったところ、出席会員から司会者に一任する旨の発言があり、司会者は議長に竜田充子を指名したうえ、その可否を議場に諮ったところ、全員一致で竜田充子を議長に選出した。

· 竜田充子は直ちに議長席に着き議案の審議に入った。

第1号議案　平成２２年度事業報告の承認について
議長は、平成22年度の事業報告を求めた。これを受けて理事者を代表し松谷廣信は議場に配布された資料に基づき、

1 会員の入・退会の異動と期末会員数

2 前回の通常総会の議案と決議事項の概要

3 開催した理事会の概要

4 事業関係について

探偵業務の適正化、調査業界の健全化の推進、組織拡大、教育研修会の開催、公正な苦情処理、広報活動、他の業界団体との連携、大阪府条例の遵守と啓発など各項目について報告を行なった。

議長は、出席会員に質問の有無を確かめたうえ、第1号議案を賛成多数で可決・承認した。

第２号議案　平成２２年収支決算の承認について
　議長は、平成２２年度収支決算について報告を求めた。

事務局は、収支計算書、貸借対照表、財産目録、正味財産増減計算書など、決算報告書における各項目及び金額について逐一読み上げて報告した。

　議長は、当該決算書類について、井上　清監事に監査報告を求めた。

井上監事は、決算書類が妥当かつ適正に処理されていた旨を報告した。

議長は、出席会員に質問の有無を求めたうえ、これを賛成多数で可決・承認した。

第3号議案　平成２３年事業計画(案)について

　議長は、平成2３年度事業計画案について説明を求めた。

事務局は、提出された平成2３年度事業計画書案を逐一読み上げた。

議長は、出席会員に質問を求めたが、特に質問や意見は無かった為議場に賛否を諮ったところ、全員賛成の意を表したため、提出された平成23年度事業計画案を承認した。

第４号議案　平成2３年収支予算書(案)について

　議長は、平成2３年度収支予算案について報告を求めた。

事務局は、予算案に基づき収入の部予算について、会費収入で新規入会２社を見込んでいること、及び関調協の会費から1人月額3000円を全調協に納入する事に関し、詳細な説明を行った。また、その外各項目に関しても逐一読み上げた。次いで、支出の部についても説明を加えながら各項目を逐一読み上げた。

　議長は、出席会員に質問の有無を確認したうえ、第４号議案の賛否を問い、これを賛成多数で可決・承認した。

第５号議案　役員の改選について

　議長は、定款に基づき今期役員の改選期である旨を述べ、全役員が任期満了に伴い退任したので、新たに役員を選任しなければならない旨を説明。

議場に選任方法を図ったところ、理事者側一任との声があり、その旨を議場に図ったところ、全員一任の意思表示があった。

　理事者側は、以下の会員を理事及び監事に推薦し、議場に図ったところ全員異議無く推薦者を承認した。

　理事、松谷廣信、東田俊康、伊藤寿彦、夏原佳代、竜田充子、脇山良之、　監事、横田正人

　選出された理事は別室にて役職につき互選し、以下の役職が決定した

　会長　松谷廣信、副会長　東田俊康、専務理事　伊藤寿彦、

　議長は、以上で予定した議案の審議は終了したので、午後４時55分閉会を宣言した。

調査と人権　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信

業界の事情通によると、「探偵業法施行３年を過ぎ、見直しを含め、運用が徐々に厳しくなりつつあるのでは・・」との事である。
　探偵業法はあくまでも取締法であり、主務官庁は業者の育成などは眼中にない様である。警察は、元々法に基づき取締りを行う事を主な任務とする役所であり、業者の育成などと言う思想は余り持ち合わせていない様に思う。

それにも関わらず我が調査業界は、業法の制定を希い、業法が制定されるや、これで我が業界は万々歳と祝賀パーティーまで開き、大歓迎をした。

　ところが、結果は如何に・・・？。一概に業法が原因しているとは言えないが、近年の業界不況は酷いものである。

　ただ、市況は低迷したが消費者保護は確保され、悪質業者は衰退し、良心的業者はそれなりに遣り易くなった、と云う事であれば、「業界健全化」の一つの過渡期として耐え忍ぶ事も出来ようが、私の感触はそうではない。

　ところが業界団体は、内向きの低レベルな問題で衝突するばかりで、外向けの活動は殆ど出来ていない。
私は、業法制定を機に「業界健全化」「業界発展」「消費者保護」を同じテーブルにあげ、業界が一致団結して社会に自己主張すべきと考え、微力ながら活動して来たつもりであるが、狼の遠吠えどころか、我が家の廣太郎（愛犬）の泣き声ほどにも機能せず、今に至っている。

　先般新聞報道にあった、京都の「看護助手による爪はがし事件」、栃木の「集団登校へのトレーラー突っ込み事件」、「深夜レストランでの暴行事件」、「塾講師による生徒殺人事件」など、何れも採用時点で厳格な経歴調査を実施していれば避けられた事件である。

　ところが厚生労働省の指導よろしきを得て、採用調査を実施せず、面接やペーパー試験のみで採否を決定したが為に起こった事件である。
しかし業界団体は行政に物申す姿勢は全く無い。私は２部業者であるが為、大衆調査をメインとする３部業者の具体的事例は詳しくは判らないが、個人情報保護や戸籍住民票が入手出来なくなったが為に、人の命に関わるような問題が起きている、などの事案も数あると聞く。

　「人権擁護」「差別解消」の市民運動に行政が加担し、その事が遠因し、結果、人の命を守るという最も大切な人権が侵害されるケースが数多く起きていると云う事実がある。公平無私を柱とする行政は、この現実にもっともっと目を向けて頂きたいものである。
いわんや我ら調査業者は、もっともっと調査の重要性を社会に訴え、近年の一方的な人権偏重に物申すべきでは無かろうか・・・。

　今ひそかに成立されようとしている「人権擁護法案」。一度廃案になった法案であるが、マスコミをターゲットからはずし、再度上提されようとしている。もしこの人権擁護法案が成立したら、このような記事は書けなくなるかも知れない。全国に２万人とも言われる人権養護委員が選任され、その人権養護委員が、私のブログや会報誌の記事を見て、これは「差別につながる」、「差別を助長しかねない」と一方的に判断すれれば、私は人権委員会の調査を受け、屈辱的な扱いを受ける事になるかもしれない。

　今、マスコミは自分らが対象からはずされる事になったが為に、余り問題視していない様であるが、今の民主党政権では成立の可能性は非常に高い様に思う。
人権問題に関わりの深い我ら業界人は、この法案など人権行政にもっともっと関心を持つべきではなかろうか・・・。

偽　造　　　　　　　　　　　　　　　　　　　副会長　東田　俊康
　関西調査業協会会員の皆様、暑い夏も過ぎ、さわやかな風が感じられるようになりました。早朝などは、涼しさを通り越して、寒くさえ感じてしまいます。

気候は、過ごしやすくなりましたが、調査業界の現状は、個人情報保護法を始めとして、プライバシー問題、戸籍法一部改正、探偵業法の施行など、業界を取り巻く環境は、以前に増して厳しく、調査業に従事する人々の、悲鳴すら聞こえてくるようです。

ところが、混沌とした複雑な現在社会においては、調査の必要性、有用性は一段と高まってきています。

さて、皆さんご存知の、東北大震災で、ボランティアの偽医者が逮捕されたというとんでもない事件が起こりました。
天下の朝日新聞が騙された。
一体、どんな男にしてやられたのかと思いきや。 関西弁を捲くし立て、自らの嘘を棚に上げ「マスコミはいいかげんやからね・・」と世間を騒がしたニセ医者は悪びれずにこう言った。 

「朝日だけやない。テレビのワイドショーも俺を取り上げとったなァー。でもアレ、やらせやで。　『熱中症の人いませんか？』って、その場でADが具合の悪い人を探して、撮りたいシーンだけ撮影して帰っていった」 

　朝日新聞の「ひと」欄に、ボランティア団体代表「米田きよし」を名乗る男が登場したのは今年の8月10日のことだった。
そこには、こう綴られている。
〈ボランティアの専属医を務める〉、〈本来はカナダの小児救命救急医〉、〈休暇帰国中に大震災に遭遇〉
……だが、全てが真っ赤な嘘。 

朝日は2日後、〈「ひと」欄で紹介、おわびします〉と題した訂正記事を出す異例の騒動となった。 

さらに男はこう続ける。 

「朝日ともあろうものがなァ。どこの馬の骨かわからない人間を、確認もせずに取り上げるのはどうなんやろう。向こうがアホやろ。僕は韓国で生まれた北海道育ち。海外の大学で医師資格をもっているのはホントです。ただし、インターンは終わっても現場には出えへんかったけどね」 

　記事担当者は、30代後半の女性記者で、以前は検察担当で小沢一郎氏を起訴に追い込んだ「真実を求める会」を他紙に先がけ取材するなど、「優秀」と評判の記者だというが、面目も丸つぶれだ。
男は笑う。「僕は狸ですよ。全部計算でやっとるからね」 

　ただし、男の詭弁による被害は決して笑えるものではない。
ニセ医療を施された人たちの健康不安もさることながら、日本財団は、男が所属するというボランティア団体に100万円を助成している。
男の違法行為を近くで見ていたボランティアは憤りを露わにし、「あの男は医師を装い、お年寄りの血圧を測って、『これは高い、死んでもおかしくはない。 

あとで降圧剤を届けさせるから飲んどいてや』と。今から考えれば恐ろしい行為をしていたと語る。 

彼が活動拠点としていたキャンピングカーの車内には、医師しか処方できない医薬品があった。 

　米田きよしこと米田吉誉（よしたか・42）は19日、医師法違反容疑で宮城県警から逮捕され、キャンピングカーも警察に押収された。
男は「医師国家資格認定証（厚生労働省）」というカードを示し、4月末に石巻社会福祉協議会が資格を確認したときも提示していたが、これがインチキで、そんなカードは存在しない。 そして男は　「医師免許は持っているが、海外だ。　　どこかはいえない。日本のは持ってないから医師法違反でしょう。医療のノウハウは医学書など全部覚えてた。と語り、男は日本財団がNPOに支給している助成金を申請、100万円を受け取っていた。
接触のあった人たちの話だと、金の話ばかりしていたというが、「金が目的か」と聞かれると「金が目的ならキャンピングカーを出したりはしない。100万円ごときで人生を変えるようなことはしない。目的はボランティアだ。（100万円は）炊き出しなどに使って、ほとんど残っていない」 

日本財団は、「炊き出しや心のケアをしたいとメールで問い合わせがあり、　職員が活動状況を見て助成を決めた。小児科医とあったので疑わなかった」といっている。
カードは韓国の友だちが偽造してくれた。この韓国の友達とやらが、他の日本にいる韓国人に、例えば免許証なども偽造していたら？？？？と考えると恐ろしい。
交差点での交通事故で、突っ込まれて大怪我を負ったとする。もしも加害者が、偽名を使って日本人に成りすまして偽造免許証で車を乗り回していたら？
事故に遭っても犯人に逃げられて、泣き寝入りですかね･･･
私は、以前、このニセ免許証のことを、公正採用調査システム検討会において、発言したことがあるが、当時の関係者は、「そんなことまでする奴はいない」と言う反応が返って来た。が、現実には、各種資格試験の合格証書や保険証などは序の口で、卒業証明書・身分証明書や運転免許証　医師免許証・住民票や戸籍謄本の偽物・挙句の果てには警察手帳の偽物までが出て来る恐ろしい世の中になってしまっている。
先日ネットに、警察官と偽警察官の見分ける方法を教えてくださいという質問を目にしました。回答として次のようなものが寄せられていました。
怪しいと思ったら警察手帳の提示を求めてください。
開くと上面にカード型の身分証票、下面に金属製のバッジがあり、スクロール入り「POLICE」の文字と、同様の所属庁名が書かれています。真ん中に、後光を放つ旭日章があります。偽物なら、先ず所属庁名（どこの警察か）までは気を配っていないと思います。なお、テレビでは黒色ですが、本物は焦げ茶色です。
このような回答が出ていましたが、私の友人が警察官で、本物の警察手帳を見せてもらったことがありますが、私の娘が真面目な顔をして「どこの１００円ショップに売っているのか」と聞いた時は家族全員が大爆笑してしまいましたが、こうした事から云えば　本物を見たことのない大多数の人は、少々違っていても判別できないでしょう。
また、もう一つは、拳銃番号を訊いて下さい。本物の警察官なら自分の拳銃番号を暗記しています。あなたがその番号が正しいかどうかを判断する必要はありません。それを訊いた時の反応でわかると思います。と書かれており、決定的に確定できるような回答はなかった。
他にも偽警察官かどうかは、先ず、警察手帳を見せてもらう。写真と名前を確認する。
それでも本物かどうか不安なら、「署に電話して確認させて貰ってもいいですか？」と訊いて、所属している警察署に電話して、本当の警官か、住所など教えても大丈夫かと質問をすれば安心かと思います。という回答が寄せられていたが、調査業に従事しての体験からすると、警察署や消防署などに確認の問い合わせをしても、ほとんど回答がしてもらえないのが現状です。

最近は、官公庁は勿論、大手民間企業中小企業でもプライバシーを盾にして、回答を拒む変な風潮が充満しており、色々悪い人間が闊歩している現在社会で本当にこれが、正しい選択かと危惧するのは私だけでしょうか？

騙され、被害を受けてからでは遅いのです。これからの世の中は、もっと、透明性のある、騙されないために知りたいことや確認したいことが確認できる世の中であるべきだとおもいます。
	


営業秘密

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保険労務士　岡本　茂

新聞等のマスコミ報道をみても、営業秘密の漏洩に関する記事が目につくようになっています。社員が顧客名簿を持ち出した、設計図書をダウンロードして自宅に持ち帰ったなどです。背景としては、企業間の競争激化、情報の電子化とネットの普及、人材の流動化など指摘されていますが、営業秘密の漏洩リスクは今後ますます増えることが考えられます。

営業秘密の漏洩防止は、今日の企業において重要なテーマになっています。今回は、営業秘密の漏洩防止のために企業が何なすべきかを考えます。

企業としてまず押さえるべきは不正競争防止法です。営業秘密の持ち出し等は、不正競争防止法によって違法とされています。具体的には、民事上の措置としては損害賠償の請求、差止め請求が可能であり、また刑事罰も用意されています。しかし、企業がこの法律の保護を受けるためには、その営業秘密が同法上の営業秘密に該当する必要があります。　　　　

したがって、まずは、当社の営業秘密について不正競争防止法の保護が受けられるように、営業秘密を秘密として厳格に管理することが必要になります。

このことについて、東京地裁の裁判例には、会員型の健康器具販売会社の従業員が会員名簿を持ち出して退職し、ライバル会社を設立して競合行為を行った事案で、会社は不正競争防止法に基づいてライバル会社の営業差止めや損害賠償を求めましたが、裁判所は営業秘密の秘密管理性を否定して請求を認めませんでした。

裁判所は「会社情報のデータはパソコンに保存されていたが、パスワードは付箋に書いてパソコンに貼ってあった」「全従業員がパスワードを知っていた」「出力した紙情報は棚や段ボールに入れて無造作に置いてあった」ということを理由として秘密管理性を否定しています。

パスワードを設定したり、マル秘マークを押したりすれば良いといった単純なものではありません。パスワード自体の管理や日頃の資料の整理状態まで含めて「秘密管理性」の有無が判断されます。

経済産業省が平成22年4月9日に改訂した営業秘密管理指針に添付の「営業秘密管理チェックシート」が参考になります。

そこで、不正競争防止法に頼らない対策も同時に補充しておくことになります。具体的には、従業員の誓約書等を完備することが必要になってきます。

誓約書を書かせる場合、なんでもかんでも幅広く盛り込もうとするケースが多いのですが、これは逆効果です。秘密保持誓約書というのは、ある意味において従業員の職業選択の自由を制約することになるので、無制限に従業員を拘束するような誓約書は無効となりやすいのです。

誓約書に記載する営業秘密をきちんと特定しようと思えば、従業員の従事している業務の中で、個別具体的に秘密保持の対象となる営業秘密を特定していくのが理想的です。フォーマットを用意し、全従業員に同じような誓約書を記載させるような汎用性の高い秘密保持誓約書は、当然ながら秘密の特定が甘く、法的にはあまり役に立ちません。従業員の職務は時間の経過とともに変化しますので、入社時だけでなく、昇進時、退職時等、節目節目でしかもオーダーメイドで作成されることをお奨めします。

秘密保持誓約書は抑止力にはなっても、実際に営業秘密が漏洩した事案においては限定的な効果しか持たないことがあります。そこで、従業員がライバル会社に転職すること自体を規制するため、競業禁止の誓約書を書かせる場合もあります。ただ、競業禁止については、秘密保持誓約書以上に職業選択の自由を制約する度合いが強いので、無制限に従業員を拘束するような誓約書は、秘密保持誓約書の場合以上に無効になりやすいのです。

奈良地裁の裁判例では、退職後2年間は競業行為を行わないという誓約書の効力が争われた事案ですが、裁判所は「従業員は雇用中様々な経験により多くの知識・技能を修得するが、これが一般的知識・技能に過ぎない場合は、これは従業員の財産であって、これを退職後活用するのは許されること」「これを禁ずるのは単純な競争の制限にほかならず、従業員の職業選択の自由を不当に制限するものとして無効」という原則を示しています。

そのうえで「使用者の営業秘密を守るために、当該秘密を知りうる立場にある者、たとえば技術の中枢部にある者に秘密保持義務を負わせ、それを担保するために、一定期間競業を禁止することは適法」として例外的に有効とする余地のあることを認め、「競業を禁じる特約が有効か否かは、制限の期間、場所的範囲、制限の対象となる職種の範囲、代償の有無等について、債権者の利益（企業秘密の保護）、債務者の不利益（転職・再就職の不自由）及び社会的利益の3つの視点にたって検討すべき」と述べています。

この事案の場合は、

· 製造工程に技術的秘密があり、今回問題となった従業員は研究部に所属していてその秘密を知りうる立場にあったこと

· 制限期間は2年間と短いし、制限の対象職種は金属鋳造用資材の製造販売とライバル関係にある企業として狭い範囲であること

· 在職中、秘密保持手当が支給されていたこと

という事情にかんがみて、競業禁止の誓約書が有効と判断されています。

競業禁止の誓約書を書かせれば無条件に競業を制限できるというような単純なものではありません。保護に値する営業秘密が存在すること、従業員が営業秘密を知っていてライバル会社に転職すれば営業秘密が漏洩する危険が高いこと、制限期間や職種を可能な限り限定すること、秘密保持に関する手当や退職金の上積み等競業を制限することへの対価を払っておくなどの代償措置が重要です。

会員コーナー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社アイアイサービス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　寿彦

　東日本大震災で言われた『想定をはるかに超える』の言葉は、けっしてこれを今年の流行語大賞にしてはならない。
現実の惨状が言葉の流行とか表現を突き抜けていて、出来ごとの甚大さ、激しさにおいて言葉を失う。その猛威が個人の事情を全く考慮しない非人間的なところも気に喰わない。

　これは災害ではないが、10年前ニューヨークで起こった9.11事件のときプロ・アマ問わず多数の写真家は現場に駆け付け、ほこりや煙などの悪条件をものともせずシャッターを切った。写真家には目前の事象がなぜ起こっているのかは分らないが、激変の現実に突き動かされて行動する。

東日本大震災の映像は、半世紀以上も昔、米軍が投下した焼夷弾で日本中が焼野原に焦げたときの、絶望的な風景に似ている。あの焦げた匂いは壊滅的な損害をダメ押しされているようで気に喰わない。

被災地では、見えてこない復興策にシビレを切らした一部住民が、限られた生産手段で労働し、手にした産物・獲物に喜びを隠せない。仲間と協力し合うことを喜ぶ表情は明るく、これを見ると人間一人では生きられない。

天災の常として罹災した地域と損害の情況は必ずしも一致しない。さらに放射線などの見えない事故災害もあってさら解決を難しくする。仮設住宅に当選した人が必ずしも喜ばないなどなど。全ての住民を納得させることは不可能に思えてくる。

　日本は敗戦から再起し今日の繁栄を築いた。しかし、それには大きな助けがあった。

『朝鮮動乱』で米軍から発注される特需による利益である。言い換えれば隣国の朝鮮戦争という不幸な兄弟喧嘩によって助けられた。

　ひと口に『復興』などと軽率には言えない。
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倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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